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人権デュー・ディリジェンスの未来 日本およびグローバルサプライチェーンで期待されること：

国別⾏動計画（NAP）と中⼩企業の役割
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「ビジネスと人権」に関する日本政府の取組

2020

2022

2023

10月

9月

4月

「ビジネスと人権」に関する⾏動計画

目的

①国際社会を含む社会全体の人権の保護・促進

②日本企業の国際的な競争力及び持続可能性の確保・向上

③SDGsの達成への貢献等

「責任あるサプライチェーン等における人権尊重のためのガイドライン」

「公共調達における人権配慮について」政府方針

「責任あるサプライチェーン等における人権尊重のための実務参照資料」

「食品企業向け人権尊重の取組のための手引き」

「労働におけるビジネスと人権チェックブック」10月2024

12月
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• 国際機関と連携した国内外での研修・セミナー

海外進出の日本企業や中⼩企業を含む企業を対象。

対象国支援も実施。

• 好事例集、各種パンプレットの作成

• ビジネスと人権ポータルサイト

国連指導原則、⾏動計画、その他の関連情報を掲載。

⾏動計画等の周知・啓発
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2024年経団連によるアンケート結果

• 国連指導原則に基づき取組を進めている、76％（前回調査36％）

• 5000人以上の企業の95%は取組を進めている

• 499人以下の企業の多くは「取組に着手できていない」、「内容を理解していない」

と回答した割合が多い
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日本企業の取組状況

（出典：日本経済団体連合会「第３回 企業⾏動憲章に関するアンケート結果」：https://www.keidanren.or.jp/policy/2024/005_kekka.pdf）

https://www.keidanren.or.jp/policy/2024/005_kekka.pdf
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ビジネスと人権の対象企業・取組の対象範囲

（出典：経済産業省「責任あるサプライチェーン等における人権尊重のためのガイドライン＜ダイジェスト＞」）



• 中⼩企業対象セミナーの実施

• 各種ツールの公表
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中⼩企業支援

（出典：経済産業省「責任あるサプライチェーン
等における人権尊重のための実務参照資料」）

（出典：厚生労働省「労働におけ
るビジネスと人権チェックブック」）



「ビジネスと人権」に関する⾏動計画の改定

円卓会議

作業部会

関係府省庁 ステークホルダー

• 経済界

• 労働界

• 市民社会

• 有識者

• 各種団体等

関係府省庁施策推進・

連絡会議
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企業への期待

国連指導原則第2の柱：人権を尊重する企業の責任
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人権DDは、人権状況を不断に改善し続ける努力



活用ツール
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御清聴ありがとうございました。
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